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○ 当社は、平成25年春の料金値上げ時に織り込んだ▲1,400億円／年（平成27年度単年度：

▲1,530億円）の経営効率化に取り組んでいます。

○ 平成27年度は、資機材調達コストの低減をはじめとした恒常的な効率化の着実な実施と深掘

りに取り組むとともに、玄海原子力発電所の停止などによる収支悪化影響を緩和するため、緊

急的な措置として、安全確保・法令遵守・安定供給に直ちに影響しない範囲を見極めながら、実

施時期･工程の精査による工事の繰延べや一時的な業務の中止などの短期限定の費用削減

への取組みを可能な限り実施してまいりました。

○ その結果、短期限定の取組みを中心とした▲1,140億円の深掘りを加え、合計で▲2,670億円

の費用削減を行うとともに、44億円の資産売却益を計上しました。

〔恒常的な取組み〕

・ 「調達改革推進委員会」（H26.2設置）の活用等による競争発注の拡大、仕様・工法の

見直し等の資機材調達コストの低減

・ 個々の設備実態、運用を精査した上での修繕費・設備投資の抑制

・ 業務委託範囲･内容の見直しや業務全般にわたる効率化などによる諸経費の削減

・ 燃料調達価格の引下げや電力取引市場からの電力調達の積極的な活用などによる

燃料費・購入電力料の抑制

・ 基準賃金の引下げ、当社保有の保養所の全廃を含めた人的経費の削減 など

〔短期限定の取組み〕

・ 安全確保や法令遵守等、事業継続のために直ちに必要なもの以外を一時的に繰延べる

など、修繕費や諸経費の規模縮小、中止、実施時期の繰延べ

・ 年間賞与支給ゼロなど人的経費の一時的な削減

・ 全保有資産を対象とした売却可能資産の洗い出しによる追加売却

（料金値上げ認可時の想定売却額140億円→累計売却額等910億円、累計売却益等717億円）

など

○ しかしながら、玄海原子力発電所の停止が継続していることなどから、依然として財務基盤が

著しく毀損した状況が続いています。

○ 平成28年度は、玄海原子力発電所の再稼働時期が見通せないなか、原子力安全対策や電力

システム改革対応などの費用増加要因はあるものの、引き続き、徹底した費用削減に取り組み、

料金原価に織り込んだ経営効率化を達成すべく努力してまいります。

１ 経営効率化の取組み １
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（つづき）1  経営効率化の取組み
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４

〔コスト低減状況の料金原価との比較（H27年度）〕

(注1) 事業報酬、法人税等を除く。
(注2) 料金原価に対応する費目の合計（再エネ特措法納付金、附帯事業営業費用、事業外費用等は含まない）。支払利息、法人税等を除く。
(注3) 別途、燃料費調整制度や再エネ特措法交付金による収入増があるが、ここでは費用に限定して記載、比較。

(億円)

○ 平成27年度の費用については、現行原価に織り込んだ▲1,530億円の効率化に加え、安全確保・法令遵守・

安定供給に直ちに影響しない範囲を見極めながら、実施時期･工程の精査による工事の繰延べや一時的な業

務の中止などの短期限定の費用削減への取組みを可能な限り実施してまいりましたが、玄海原子力発電所の

停止などに伴う燃料費・購入電力料の増分が大きく、料金原価を大きく上回る水準となりました。

（つづき）1  経営効率化の取組み
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（つづき）1  経営効率化の取組み

※別途、燃料費調整制度や再エネ特措法交付金による収入増があるが、ここでは費用に限定して記載、比較。
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２ 具体的な取組み内容 （１）修繕費の効率化 ６

〔修繕費の推移〕 （億円）

震災前３か年実績平均
（H20～22）

H25実績

1,031

H27実績 料金原価
（H27単年）

1,896

震災前比
▲452(▲24%)

原価との差
▲624(▲30%)

1,444

2,068

震災前比
▲865(▲46%)

震災前比
▲630(▲33%)

1,266

H26実績

○ 修繕費については、競争発注の拡大などによる資機材調達コストの低減に取り組むとともに、個々の設備実

態・運用をきめ細かく精査した上で、点検・修繕内容の見直しや、点検周期の延伸などの効率化を行っています。

○ 平成27年度は、川内原子力１、２号機の再稼働後の需給状況を勘案した上で、これまで繰延べてきた火力発

電所の補修工事を実施した一方、昨年度に引き続き、設備の監視強化などの補完措置を講じながら、安全確保

や法令遵守等、事業継続のために必要な工事以外を一時的に繰延べたことなどにより、震災前の3か年平均と

比べ▲452億円（▲24%）減の1,444億円となりました。

（つづき） ２（１） 修繕費の効率化

〔修繕費効率化の具体的取組み〕

７

・事業所等建物修繕の一時的な繰延べ

・通信機器等点検周期の延伸
業務設備

・遮断器等の設備保全周期の延伸

・送電鉄塔防錆塗装の一時的な繰延べ

・配電設備（柱上変圧器等）修繕の一時的な繰延べ

流通設備

・廃止措置プラントにおける安全設備以外の日常点検の効率化原子力設備

・需給ひっ迫及び設備実態を勘案した定期検査の繰延べ・期間短縮

・ガスタービン高温部品の交換周期延伸

・ボイラー配管点検修繕の一時的な繰延べ

・煙道の腐食、劣化箇所修理の応急処置による一時的な繰延べ

火力設備

・水車・発電機の分解点検修理の実施周期の延伸

・水圧鉄管防錆塗装の一時的な繰延べ
水力設備

主な取組み内容設 備



（つづき） ２（１） 修繕費の効率化

〔事例〕 ガスタービン高温部品の交換周期の延伸

o ガスタービンの羽根など、ガスタービン高温部品の一部は、燃料を燃やした後の1,000℃以上の高温ガスにさら

され経年的に劣化が進行するため、定期的に交換を行っていますが、交換周期に到達した部品の材料試験を行

い、余寿命評価を行った上で、部品の交換周期の延伸を行っています。

〔ガスタービン高温部品の交換周期延伸のイメージ〕

８

交換 交換 交換

（延伸前）

（延伸後）

交換 交換

(２万時間 ) ( ２万時間 ) ( ２万時間 )( ２万時間 )

( ４万時間 ) ( ４万時間 ) （４万時間 )

材料試験にて余寿命評価を実施し

交換周期を延伸

〔LNGコンバインドサイクル発電用ガスタービン〕

ガスタービンの羽根

（高温部品の一例）

〔事例〕 火力発電所の煙道の腐食、劣化箇所修理の応急処置による一時的な繰延べ

o 火力発電所の煙道（ボイラーから煙突までの排ガスの通り道）は、雨水や海風等の影響により、腐食、劣化が

進行しており、穴が開いて排ガスの漏洩が発生した場合は、必要最低限の応急処置（部分的な補修）で対応し

ている状況です。

o 恒久的な修繕を行うためには、長期間発電所を停止する必要がありますが、厳しい需給状況を踏まえ、パト

ロールによる状態監視強化等を行うことで対応し、恒久的な修繕は一時的に繰り延べることとしました。

【冷却水(海水)】

【煙　突】
【ボイラー】

【発電機・蒸気タービン】

【復水器】

【煙　道】

〔腐食・劣化状況〕

〔耐熱材による応急処置〕

〔修繕繰延べに伴うトラブル防止対策〕

ｏ パトロール範囲の拡大や社員と協力会社が一体となったパトロールの

実施、日常点検及び運転状態の監視強化

ｏ 軽微な設備不具合は、必要に応じ需要の低い週末等を利用した昼夜を

問わない応急補修、点検の実施

９（つづき） ２（１） 修繕費の効率化



〔事例〕 流通設備の点検周期の延伸

※送電線等の電力系統に電気を送電・停電するための開閉（入・切）や落雷など電力系統に事故が発生したときに流れ
る事故電流を遮断するための装置

過去の分解点検結果や

運転データなどを

分析・評価のうえ点検周期を延伸

（一定期間）

（状態に応じて点検時期を決定）
↓

機器の供給信頼度を維持しつつ、点検費用の削減が可能

点検 点検 点検 点検

（一定期間） （一定期間）

（一定周期で点検）

（状態に応じて点検）

点検 点検 点検

〔点検周期延伸のイメージ〕

10

o 変電所に設置している遮断器※については、これまで定期的に分解点検を実施していましたが、過去の分解

点検結果や運転データなどを分析・評価し、電気事故発生時に流れた事故電流の大きさなどから遮断器の内部

状態（損耗等）を推測することで機器の状態に応じて点検を実施するよう、点検周期の延伸を行いました。

o 更に、変電所に設置している他機器についても、過去の分解点検データなどを分析・評価し、点検周期の延伸

を行っています。

（つづき） ２（１） 修繕費の効率化

〔事例〕 送電鉄塔防錆塗装の一時的な繰延べ

o 送電鉄塔は、経年劣化に伴い、製造時に施した防錆塗装（亜鉛メッキ）が消失し、最終的には所定の強度を保持

できなくなることから、定期的に設備巡視を行い、下図に示す劣化度判定表を参考にしながら腐食度合いを見極

め、適正な時期（下表① ）に塗装を行うことで、設備を維持しています。

o これら防錆塗装が必要になっている鉄塔について、相対的に腐食の進行度合いが低いものや、部分的な材料

取替により対処可能なものは、一時的な繰延べ（下表②）を実施しています。

o この繰延べにより、直ちに電力の安定供給への影響は生じないものの、今後、防錆塗装を繰り延べた鉄塔にお

いて、腐食が進行し、防錆塗装による対策では間に合わず、鉄塔建替などの対策が必要となる可能性があること

から、適正な時期までに防錆塗装を実施していく必要があります。

〔劣化度判定表〕

-

備 考

鉄塔
状況
写真

表面

断面腐
食
度
合
い

腐食進展度←腐食小 → 腐食大

適正な防錆塗装の時期①

防錆塗装の限界②

約10年 約2年

11（つづき） ２（１） 修繕費の効率化



〔事例〕 配電設備（柱上変圧器等）の一時的な修繕繰延べ

o 柱上変圧器等の配電設備は、定期的に巡視・点検を行い、不具合を発見した場合は、設備の劣化状況を下図

で示す限度見本を活用し、早急に対応が必要なものや1年以内に対応が必要なものなどに区分し、修繕を実施し

ています。

o これら限度見本に基づき抽出した不具合箇所のある設備について、劣化進行具合が比較的少ない設備の修繕

を、一時的に繰り延べています。

o この繰延べにより、直ちに電力の安定供給への影響は生じないものの、今後不具合の進行に伴い設備自体の

取替となる可能性があることから、計画的に修繕を行っていく必要があります。

〔柱上変圧器の限度見本（一例）〕

拡大写真腐食箇所の写真例

発見から概ね1年
以内に対応

発見から概ね2か月
以内に対応大

中

変圧器底板の事例
対応目処

劣化

進展

12

劣化進行具合が比較的少ない設備の一部の修繕を一時的に繰延べ

（つづき） ２（１） 修繕費の効率化

白 紙



〔諸経費の推移〕

○ 諸経費については、業務委託範囲・内容の見直しをはじめとした業務全般にわたる効率化に加え、普及開発

関係費や研究費などを中心に、中止・繰延べ・規模縮小等により削減を行っています。

○ 平成27年度は、電力システム改革関連のシステム開発に伴う委託費などが増加したものの、業務全般にわ

たる効率化に努めるとともに、継続可能な範囲で業務の繰延べ・規模縮小を行ったことから、震災前の３か年

平均と比べ、▲134億円（▲8％）減の1,544億円となりました。

（億円）

H25実績

1,678

震災前３か年実績平均
（H20～22）

13

H26実績

1,423

震災前比
▲255(▲15%)

２（２） 諸経費の効率化

※諸経費とは、廃棄物処理費、消耗品費、補償費、賃借料、委託費、普及開発関係費、養成費、研究費、諸費（通信運搬費、旅費、寄付金、雑費、雑損が含まれる）の９費目の合計

震災前比
▲384(▲23%)

1,294

H27実績 料金原価
（H27単年）

1,544

震災前比
▲134(▲8%)

原価との差
▲32(▲2%)

1,576

（つづき） ２（２） 諸経費の効率化

〔諸経費効率化の具体的取組み〕

・通信回線速度の見直しによる回線使用料の削減通信運搬費

・電気事業継続のために必要なもの及び法的義務が生じるもの以外は基本的に凍結
寄付金及び

団体費

・社内及び社外会議についてテレビ会議利用による出張削減

・出張時(審査対応等)における旅費単価の抑制徹底
旅費

諸費

養成費

普及開発関係費

研究費

賃借料

委託費

項目

・法令遵守、安全確保等に直ちに支障をきたさない研修の中止・繰延べ

・賃借料の低減交渉､賃借スペースの削減

・展示館運営費の削減

・安定供給、安全性向上など事業継続に必要性が高い研究以外は基本的に

中止・繰延べ

・内容精査による業務委託の中止・縮小

・競争発注による低減

主な取組み内容

14



15

o 平成26年度に引き続き､最大限の抑制を行い、寄付金・団体費合計で、震災前の３か年平均と比べ▲45％の削
減を行いました。

o 今後も、件名毎に内容を精査し、最大限の抑制を行ってまいります。

（つづき） ２（２） 諸経費の効率化

〔寄付金及び団体費の推移〕

②地域の経済団体やその他地域振興等を目的とした団体

①原子力安全推進協会や電力広域的運営推進機関等、
専ら電気事業の運営に便益を供する団体

対象

〔団体費の内訳：凡例〕

1

H24実績 H25実績

4

18

14

14

31

震災前３か年
実績平均
（H20～22）

13

28

H23実績

震災前比
▲14
（▲45%）

（億円）

17
15 14 13

H27推定実績

0.6

17

16
団体費

H26実績

0.9

12

13

① 13

② 3② 3② 3② 5② 5

① 9① 10
① 9① 10

② 6

① 11

寄付金

白 紙



〔人的経費の推移〕

○ 人的経費については、過去３ヵ年にわたり、役員報酬の減額、賞与の支給見送り、基準賃金の引下げ（課長以

上の管理職平均▲７％、一般社員平均▲５％）､当社保有の保養所の全廃、採用数の抑制（業務効率化）など

の費用削減を行ってきました。

○ その結果、平成27年度の人件費は1,310億円となり、震災前の３か年平均と比べ▲263億円（▲17％）減となっ

ています。

（億円）

16２（３） 人的経費の削減

H25実績震災前３か年実績平均
（H20～22）

1,573

震災前比
▲436(▲28%)

H26実績

震災前比
▲442(▲28%)

1,1311,137

H27実績

1,054

料金原価
（H27単年）

原価との差
＋256（＋24%）1,310

震災前比
▲263(▲17%)

・基準賃金の引下げ（課長以上の管理職平均▲７%、一般社員平均▲５%）

（H25.4～）

・賞与の支給見送り（H25～H27）

年収水準の引下げ

・委託単価･手数料等の引下げ

・震災前３か年平均（375名）に比べ▲46％程度抑制（H28：204名）

・当社保有の保養所の全廃

・健康保険料の会社負担割合の引下げ

・確定拠出年金の導入（H25.7～）

・退職給付水準の引下げ（H27.4～）

・会長・社長▲70%程度、社内取締役平均▲60%程度の減額

（年間報酬額の減額率） （H25.4～）

主な取組み内容

委託検針・集金費の削減

採用数の抑制

福利厚生等の見直し

役員報酬の減額

項目

（つづき） ２（３） 人的経費の削減

〔人的経費削減の具体的取組み〕

17



〔採用数の推移〕

18（つづき） ２（３） 人的経費の削減

震災前３か年
実績平均
（H21～23）

H24実績 H25実績 H26実績 H28実績
（H28.4.1時点）

（人）

震災前比
▲171
(▲46%)

375 361

263

198 204

o 採用数については、震災後の厳しい経営状況を踏まえ年々抑制しており、平成28年度は、４月１日時点で、震災

前の３か年平均と比べ、▲171人（▲46％）減の204人となりました。

o 平成29年度の採用計画数については、厳しい経営状況を踏まえ、一層の業務効率化を図りつつ、電力の安定

供給や技術・技能の継承への対応、本格的な競争時代におけるお客さまサービスの充実等を総合的に勘案し、

250人（定期採用230人、通年採用20人）といたしました。なお、定年退職の増などにより、全体の人数は減少する

見通しです。

H29計画

250

H27実績

206

白 紙



10,509
(12.9円/kWh)

10,694
(12.7円/kWh)

２（４） 燃料費・購入電力料の効率化

H25実績震災前３か年
実績平均（H20～H22）

4,014
(4.7円/kWh)

5,389
(6.3円/kWh)

料金原価
(H27単年）

原価(H27単年)
との差＋2,126

○ 燃料費・購入電力料については、燃料調達価格の引下げや電力取引市場からの調達量の拡大、計画外停止
の未然防止などによる石炭・LNG火力の高稼働運転などのコスト低減策に取り組んでいます。

○ しかしながら、平成27年度の燃料費・購入電力料については、原子力発電所の再稼働遅延に伴う自社火力の
焚き増しなどによる影響から、7,515億円と、震災前３か年平均に比べて、＋3,501億円（1.9倍）の大幅な増加とな
りました。

○ このことから現在もなお、燃料調達価格の引下げや火力発電所の補修期間短縮など、燃料費・購入電力料の
効率化に絶え間なく努めているところです。

〔燃料費・購入電力料の推移〕 （億円）

19

震災前比
＋3,501 (1.9倍）

H26実績 H27実績

7,515
(9.5円/kWh)

原子力
発電電力量 ：0億kWh
為替レート ：110円/$
原油CIF ：90$/b
販売電力量 ：813億kWh

原子力
発電電力量 ：0億kWh
為替レート ：100円/$
原油CIF ：110$/b
販売電力量 ：844億kWh

原子力
発電電力量 ：86億kWh
為替レート ：120円/$
原油CIF ：49$/b
販売電力量 ：792億kWh

原子力
発電電力量 ：306億kWh
為替レート ：79円/$
原油CIF ：106$/b
販売電力量 ：858億kWh

原子力
発電電力量 ：385億kWh
為替レート ：93円/$
原油CIF ：81$/b
販売電力量 ：856億kWh

a 燃料調達面での取組み

o ｢競争見積の拡大｣、｢安価な低品位燃料の使用｣、｢価格決定方式の多様化｣などの取組みにより燃料費を低
減しています。

〔燃料費・購入電力料における効率化の具体的取組み〕

○ 燃料調達価格の低減努力や調達の柔軟性向上など燃料調達面での取組みに加え、電力取引市場の積極

的な活用や経済性に優れた石炭・LNG火力の補修期間短縮などに努めることにより、最適需給運用を実現し、

コスト低減を図っています。

20（つづき） ２（４） 燃料費・購入電力料の効率化

・競争見積の拡大によるコスト低減

・価格上昇リスクに対応する価格固定化スキームの拡大(市況連動契約分が対象)
共通

・市況軟化局面を捉えた複数隻の一括調達等によるコスト低減

・調達価格の変動抑制効果や経済性を踏まえ、新たな指標(天然ガス価格・スポット指標等)を用いた価格
決定方式の導入

LNG

・契約更新時における石炭価格の引下げや競争見積・輸送船大型化等による輸送費引下げ

・市況軟化局面を捉えた市況連動契約の拡大や安価な亜瀝青炭・標準品位炭の受入拡大
石炭

・重・原油の価格差を考慮した重原油調達比率の最適化や重・原油の受入品位緩和等によるコスト低減

・調達柔軟性の向上(発注頻度の細分化、貯油レベルの適正化)により、需給運用の最適化に貢献
石油

主な取組み事項燃種



21（つづき） ２（４） 燃料費・購入電力料の効率化

〔H27年度補修日数縮減実績〕

〔市場からの調達量〕

o 電力取引市場からの電力調達を積極的に活用することでLNG・石油火力発電や揚水発電を抑制するなど、きめ
細かく最も経済的な需給運用を日々行うことによって、燃料費を最大限抑制しています。

b 需給運用・電力取引面での取組み

（億kWh）

o 日々の天候に応じた太陽光の出力予測や需要想定の精度向上に努め、石油火力ユニット並入台数を最適化
（低出力運転を回避）することで、燃料消費量等の効率性の向上に努めています。

〔出力と燃料消費量の関係（石油火力の場合）〕

出力25% 50% 75% 100%

出力当り
燃料消費量

少

多

高出力⇒出力当り燃料消費量少
＝高効率

低出力⇒出力当り燃料消費量多
＝低効率

o 経済性に優れた石炭・LNG火力の補修について、休日・夜間を活用して実施するなど、時期の見直しを含めて
補修期間の縮減に努め、石油火力および揚水発電を抑制しました。

21.2

48.0 46.2

41.3

7.8

21.4 22.1

10.4

2.5 

0

10

20

30

40

50

H24 H25 H26 H27 H25/4原価

買い入札量

買い約定量

H24実績 H26実績H25実績 原価

(3ヵ年平均)
H27実績

合計：▲125日
・松浦：▲10日、苓北：▲5日、苅田新１：▲4日 計：▲19日石炭火力

・新大分：▲95日、新小倉：▲11日 計：▲106日ＬＮＧ火力

〔松浦発電所２号機開発の概要〕

45％以上（低位発熱量基準）
熱効率
（発電端）

平成31年12月運開年月

石 炭燃 料

超々臨界圧(USC)微粉炭火力発電方式

100万kW発電出力

長崎県松浦市所在地

〔事例〕 松浦発電所２号機の開発

o 当社所有の火力発電所の多くは高経年化が進展しており、特に、平成32年度末には石油火力約300万kWが経年

40年を迎えることになり、その代替となる電源開発が段階的に必要となります。また、全面自由化に向け、強靭な経

営体質の構築も必要です。

o このようなことから、燃料を安価な石炭とする、価格競争力に優れた松浦発電所２号機の早期開発に向け、昨年計

画から6か月前倒し、平成31年12月に開発します。

o なお、開発に当たっては、現時点で実用化されている最新鋭技術である超々臨界圧発電（USC）を採用し、高効率

化を図ることで燃料消費量の削減および環境負荷の低減に努めてまいります。

〔完成予想図〕

電源開発㈱
松浦発電所

松浦発電所２号機

22（つづき） ２（４） 燃料費・購入電力料の効率化



23

〔事例〕 新大分発電所３号系列第４軸の開発 〔増設の概要〕

平成28年７月運転開始

年間約40万トン
CO2排出

削減量

54%以上（高位発熱量ﾍﾞｰｽ）

60%以上（低位発熱量ﾍﾞｰｽ）

熱効率

（発電端）

48万kW出 力

計画概要項 目

〔火力熱効率の推移（発電端）〕

o 新大分発電所３号系列に世界最高レベルの高効率LNGコンバインド

サイクル発電を導入し、電力の安定供給を図ります。今回の増設によ

り、燃料消費の削減および年間約40万トンのCO2排出量の削減が見込

まれます。

o 平成28年7月の運開に向けて、平成28年１月から試運転を実施して

おります。今後も引き続き、安全・防災はもとより環境保全にも万全を

期してまいります。

20

30

40

50

60

1951 1960 1970 1980 1990 2000 2012 2016 (年度)

新大分3号4軸■ LNG火力
▲石炭火力
●石油火力

（％)
[発電端、高位発熱量ベース]

送電線タービン 発電機ボイラ燃料

水

蒸気

発生電力量　　燃料の熱エネルギー

〔熱効率（イメージ）〕

※熱効率とは、ボイラに供給された燃料の熱エネルギーから、
　 どれだけ電気を作り出したか割合を表す

発生電力量

ボイラに供給された燃料の熱エネルギー
熱効率 ＝

新大分3号1～3軸

新大分1号

新大分2号

松浦1号

相浦2号

唐津3号

苅田2号※

築上1号※

港第二1号※

※現在廃止

苅田1号※

20

30

40

50

60

1951 1960 1970 1980 1990 2000 2012 2016 (年度)

新大分3号4軸■ LNG火力
▲石炭火力
●石油火力

（％)
[発電端、高位発熱量ベース]

送電線タービン 発電機ボイラ燃料

水

蒸気

発生電力量　　燃料の熱エネルギー

〔熱効率（イメージ）〕

※熱効率とは、ボイラに供給された燃料の熱エネルギーから、
　 どれだけ電気を作り出したか割合を表す

発生電力量

ボイラに供給された燃料の熱エネルギー
熱効率 ＝

新大分3号1～3軸

新大分1号

新大分2号

松浦1号

相浦2号

唐津3号

苅田2号※

築上1号※

港第二1号※

※現在廃止

苅田1号※ ※

（注）

※運転開始時の出力：45.94万kW
（他社先行同型機の蒸気ﾀｰﾋﾞﾝ不具合に
対する暫定対策実施後）

（つづき） ２（４） 燃料費・購入電力料の効率化

o また、発電所では、タービン・発電機等の重量物を支える鉄筋コンクリート構造の架台が必要ですが、建設に際し

ては、従来、鉄筋を現場で１本ずつ組み立てていました。

o 今回、新大分発電所3号系列第4軸の建設工事では、55個の鉄筋ブロックに分け、別の場所で組み立てた後で

現場に据え付ける新たな工法を採用し、作業効率を向上させることで工期短縮を図りました。

〔鉄筋ブロック化の概要〕

24

〔火力発電所建設工事（イメージ）〕 〔従来工法：現場で１本ずつ鉄筋を組立て〕

重量物を支持するための鉄筋コンクリート構造の架台

工期短縮の取組み

（つづき） ２（４） 燃料費・購入電力料の効率化
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〔事例〕 大岳地熱発電所更新による出力増

〔現在の大岳発電所〕〔更新の概要〕

ベース

ベース

昭和42年８月

1万2,500kW

既設

年間 3,520kL

（年間 ドラム缶17.6千本）

燃料消費

削減量

平成32年12月運転開始

年間 4,600トン
CO2排出

削減量

1万4,500kW出 力

更新後項 目

※燃料消費削減量、CO2排出削減量については、増加出力
2,000kW相当分

o 大岳発電所は昭和42年に国内初の事業用地熱発電所として営業運転を開始し、安定的に運転を継続しながら

48年を経過しております。

o 発電設備老朽化の状況を踏まえ、今後も継続して国産エネルギーとしての地熱資源の有効活用を行うため、

発電設備の更新を実施いたします。

o 更新に際して、地下から取り出す地熱流体の量は増やさないものの発電システムの効率向上により出力が

2,000kW程度増加する予定であり、国産エネルギーの有効活用のみならず、燃料消費の削減及びCO2排出量の

削減が見込まれます。

o 現在、設備更新に伴う環境影響評価の一環として、これまでの周辺環境調査結果を踏まえた影響予測及び評価

を行っているところであり、今後も引き続き更新に向けた準備を着実に進めてまいります。

（つづき） ２（４） 燃料費・購入電力料の効率化

白 紙



２（５） 設備投資の効率化 26

〔設備投資の推移〕 （億円）

震災前3か年実績平均
（H20～22）

※1 設備投資は附帯事業・事業外を含まない ※2 〔 〕内は、原子力安全対策を含む合計

2,228

H25実績

1,295

〔2,161〕

原子力
安全対策
866

H26実績

1,566

震災前比
▲662
(▲30%)

〔2,283〕

原子力
安全対策
717

震災前比
▲933
(▲42%)

H27実績

2,195
震災前比
▲33
(▲1%)

〔2,840〕

原子力
安全対策
645

料金原価
（H27単年）

〔2,474〕

2,198

原子力
安全対策

原価との差
▲3(▲0%)

○ 設備投資については、競争発注の拡大などによる資機材調達コストの低減に取り組むとともに、個々の設備実態・

運用をきめ細かく精査した上での設計仕様・実施時期の見直し、及び設備の老朽更新などにおける不具合発生時の

安定供給へのリスク再評価による一時的な繰延べなどの効率化を行っています。

○ 平成27年度は、松浦発電所２号機増設工事や豊前蓄電池変電所新設工事の実施、並びにこれまで一時的に繰延

べてきた老朽更新のうち緊急性の高い工事の実施などによる増加要因はあるものの、昨年度に引き続き最大限の

コスト低減を行なった結果、原子力安全対策除きでは、震災前3か年平均と比べ▲33億円（▲1％）減の2,195億円と

なりました。

○ 今後とも、電力の安定供給確保のための輸送対策や、全面自由化に伴う競争力と安定性を確保するための電源

対策を着実に実施していくとともに、設備投資の効率化に努めます。
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〔設備投資効率化の具体的取組み〕

（つづき） ２（５） 設備投資の効率化 27

・支社・営業所の空調設備取替工事の一時的な繰延べ

・業務用コンピュータ取替工事の一時的な繰延べ
業務設備

・送電線の余寿命診断精度向上による最適な改修時期への見直し

・変圧器・系統保護装置の取替時期の延伸

・配電設備（電柱等）の取替工事の一時的な繰延べ

流通設備

・事務所の空調設備取替工事の一時的な繰延べ原子力設備

・主要制御装置取替工事の延伸および仕様見直し

・大型遮断器取替の一時的な繰延べ
火力設備

・水車・発電機の部品取替時期の延伸

・取水口除塵機等の取替工事の一時的な繰延べ
水力設備

主な取組み内容設 備



〔事例〕 火力発電所の主要制御装置取替工事の延伸および仕様見直し

〔主要制御装置（イメージ）〕

28

o 火力発電所の主要制御装置は高経年化が進展しており、設置から長期間経過すると、機器構成部品のメー

カー製造中止などにより修理部品の調達が困難となることから、定期的な取替が必要となります。

o 効率化の観点から、先行取替した制御装置の旧部品を他ユニットの修理部品として確保するなど可能な限り

取替時期の延伸を行うとともに、取替時には汎用部品を採用するなど、取替費用の抑制に取り組んでいます。

（つづき） ２（５） 設備投資の効率化

〔事例〕 火力発電所の大型遮断器取替の一時的な繰延べ

〔大型の遮断器〕

o 火力発電所には、ボイラに空気を送る大型のファンや冷却用の海水を送る大型のポンプなどが数多くあり、

それらに電気を送る大型の遮断器が設置されています。

o これらの遮断器は、高経年化が進展しており、設置から長期間経過すると機器構成部品のメーカー製造中止な

どにより修理部品の調達が困難となることから、順次取替を行うこととしております。

o コスト低減の観点から、取替を予定していた遮断器について、パトロールによる監視強化を行なった上で、故障

時は予備遮断器の部品を活用することとして、取替を一時的に繰り延べました。

29

〔大型機器の電気系統図〕

所内電源設備

Ａ
‐
フ
ァ

ン

Ｂ
‐
フ
ァ

ン

Ｃ
‐
ポ
ン
プ

Ｄ
‐
ポ
ン
プ

Ｅ
‐
ポ
ン
プ

・・・・・・・

ファン・ポンプ等へ電力供給

（つづき） ２（５） 設備投資の効率化



〔事例〕 送電線の余寿命診断精度向上による最適な改修時期への見直し

30

o 当社管内には、約6.9万kmの送電線があり、従来は経年50年を目安に電線張替等の改修工事を行ってきまし

たが、現在は、設備実態やリスクをきめ細かく精査した最適な改修時期への見直しを図り、設備投資の削減に

取り組んでいます。

o 具体的には、海塩等の環境因子を考慮した電線寿命マップにより、改修対象箇所を絞り込んだうえで、現地精

密点検等による分析・評価を行うとともに、当該設備が事故または機能喪失した場合の影響度等のリスクも踏ま

えた電線張替の優先度を検討し、精度の高い改修時期の判断を行っています。

電線余寿命＝寿命－経年

〔現地精密点検〕

○ 検出コイルにより電気抵抗を測定し、
電線断面の残存面積を算出することで、

強度低下を評価

腐食(欠損)した
素線の断面

○ 過去のサンプリング試験結果の分析

点検状況

〔電線寿命マップ〕

○ 海塩粒子飛散量とぬれ時間及びサンプ
リング試験（引張強度測定）データを基に、
エリア別の電線寿命マップを作成

改
修
対
象
の
絞
り
込
み

寿 命
短い

長い

（つづき） ２（５） 設備投資の効率化

白 紙



14%

19%

26% 25%

50%

H23 H24 H25 H26 H27

(31%)
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※ （ ）内は大型の特殊件名を除く

２（６） 資機材調達コストの低減

H23
（震災前）
の水準

≪ 目 標≫
H25～27平均

コスト低減
▲10％

【主な取組み】

・競争発注の拡大、競争原理を活用した発注方式
の工夫

・仕様、工法の見直し

・集約購買、共同購買

・お取引先の提案や社外専門家からの助言を通じ
た外部知見の活用 など

〔調達コスト低減〕

≪ 実 績≫
H25～27平均
コスト低減
▲12％

〔競争発注比率〕

≪ 目 標≫
・資機材調達におけるコスト低減：震災前に対し▲10%低減（H25～27平均）
・資機材調達における競争発注比率30%（H27までに）

目標
30%

○ 資機材調達については、緊急経営対策会議の下に、資材調達分科会を設け、全社をあげて競争拡大等による
コスト低減に取り組んでいます。

○ また、平成26年2月に、他産業出身者等の社外専門家を委員にお迎えして「調達改革推進委員会」を設置し、
徹底した資機材調達コスト低減を進めています。

○ 平成27年度のコスト低減率は、目標を上回る▲13％ （H25～27平均では▲12％）を達成しており、競争発注比
率は、50％（大型の特殊件名を除くと31％）と目標を達成しました。

○ 今後とも取り組みの強化を図っていきます。

〔調達改革推進委員会について〕

32

（調達改革推進委員会の概要）

年４回程度【平成28年４月までに９回開催】開催頻度等

伊﨑 数博 【代表取締役副社長 発電本部長】
山﨑 尚 【上席執行役員 電力輸送本部長】
小野 利喜 【執行役員 配電本部長】

社内委員

阿部 幸裕 氏 【株式会社日本ビジネスクリエイト 代表取締役社長】

徳田 勇治 氏 【トヨタ自動車九州株式会社 常勤監査役】

江幡 誠 氏 【株式会社日立製作所 嘱託】
【株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 監査役】

社外委員

佐藤 尚文 【代表取締役副社長】委員長

構成

（つづき） ２（６） 資機材調達コストの低減

調達改革推進委員会

委員長 社内委員 社外委員

緊急経営対策会議

指示 報告

資材調達分科会

主査 副主査 委員 委員

報告指示

助言・指導・評価

・・・・・ 報告・相談

・・ ・・

分科会事務局 （資材、経営企画 ）
実行・支援

調達改革

資材調達WG

（資機材調達効率化の推進体制図）

メーカー出身者

コンサルタント



〔調達機能強化に向けた取組み〕

33（つづき） ２（６） 資機材調達コストの低減

※1 対象品目の原価を構成する要素や変動要因を可視化し、ｺｽﾄ改善や価格交渉のﾍﾞｰｽとする

もの

※2 製品やｻｰﾋﾞｽの価値を機能とｺｽﾄで把握し、ｼｽﾃﾑ化された手順で価値の向上を図る活動

※3 現場調査を実施し、ｺｽﾄの可視化や改善項目の抽出を通じてｺｽﾄ低減につなげる活動

※4 （ｻﾌﾟﾗｲﾔｰ ﾘﾚｰｼｮﾝｼｯﾌﾟ ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ）ｻﾌﾟﾗｲﾔｰとの関係の最適化を図り、協働や競争によりｺｽﾄ

低減につなげる活動

（調達機能強化の構造）
（調達改革推進委員からの意見）

「競争に勝ち残るために、原価管理機能

と調達機能を両輪として競争力を強化

していくことが必要である。」

（調達機能強化に向けた取組み）

コスト低減と安定調達のための、主管部

門連携型・フロントローディング型調達の

取組みのPDCAを回していきます。

主管部門と調達部門が、技術的課題を

含めて共通認識を持ちながら連携してい

きます。

調達部門が、サプライヤーの改善課題を

把握し、支援する力とコスト低減を実践

する力を蓄積していきます。

o 社外専門家を委員にお迎えしている「調達改革推進委員会」からの意見・助言などの、外部知見を活用しながら、

更なるコスト低減に向けて、調達機能の強化に取り組んでいます。

原価低減活動

原価低減活動を支えるツール

ＳＲＭ

発注方法の工夫
サプライヤーとの協働
による取組み

競争力強化
への貢献

原価低減目標
調達方針

※4
コストテーブル VE活動

多様な
発注方式※1 ※2

上流（計画・検討）段階
からの取組み

フィールド
スタディ ※3

34

〔事例〕 蓄電池・整流器 （共同購買）

o 変電所など当社設備における非常用電源として用いる蓄電池・整流器について、社内で対象品目の集約を行い、

同一品目の複数件名を一括して契約することで、スケールメリットの活用によるコスト低減に取り組んでいます。

o 加えて、当社単独では得られない更なるスケールメリットの拡大を図るため、他電力やグループ会社との共同購

買（リバースオークション方式）に参加しています。

o 共同購買に参加する会社数が年々増え、従来を上回るコスト低減効果を得ております。

o 今後も、共同購買を積極的に推進していくとともに、新たな品目の展開についても検討していきます。

［蓄電池］ ［整流器］

取扱い品目間で品質・機能に差異がない汎用品適用品目の特性

お取引先が、相互の提示価格を見ながら価格の競り下げを行うことで、競争効果が向上期待効果

提示した開始価格から、お取引先間で価格の引下げを競い合い、その結果をもとに契約概要

（参考） リバースオークション方式の概要

リバースオークション方式のイメージ

製品 ： 蓄電池
開始価格 ： 200万円

入札価格（Ａ社） ： 190万円

入札価格（Ｂ社） ： 180万円

入札価格（Ｃ社） ： 170万円

入札価格（Ａ社） ： 160万円

お取引先Ａ社 落札価格 ： 160万円 決定

お取引先Ａ社お取引先Ａ社

お取引先Ｂ社お取引先Ｂ社

お取引先Ｃ社お取引先Ｃ社

当社当社

案件登録公開

入
札

入札

入札

入
札

（つづき） ２（６） 資機材調達コストの低減
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〔事例〕 スマートメーター

（一般公開入札）

o 平成27年度は、スマートメーターの調達（平成27年度下期～平成28年度上期分を対象）について、幅広くサプ

ライヤーを募集し、仕様を開示した一般公開入札を実施し、更なるコスト低減に取り組みました。

o 次回調達分（平成28年度下期～平成29年度下期分）についても、一般公開入札を実施する予定です。

公募

入札参加
希望者向け
説明会
（仕様開示）

メーカー
設計・開発

技術審査
入札
説明会

入札
価格交渉

調達先
決定

［スマートメーターの一般公開入札フロー］

（仕様の見直し）

o スマートメーター関連システムの調達において実施し

た公募型ＲＦＰの結果に基づき、新たな通信方式を採

用することとし、それに伴い、平成27年度に、スマート

メーター（通信ユニット）仕様見直しを行い、コスト低減

を実現しました。

公募型ＲＦＰ（Request For Proposal） とは、

・ 機器やシステムの調達にあたり、公募により参加者から

提案（システムの仕様や通信方式選定） を受けた後、調達

先を選定する方法

[当社スマートメーター]

①通信ユニット

ｏ 計量データを伝送

ｏ 様々な通信方式に対応

②計量ユニット

ｏ 使用電力量を計量

③開閉ユニット

ｏ 電力供給の「入/切」

（つづき） ２（６） 資機材調達コストの低減

○ 資産売却については、値上げ認可時は直接電気事業に関係しないものを売却することで、売却額140億円を
想定しておりましたが、厳しい収支・財務状況を踏まえ、可能な限りの追加売却に取り組んだ結果、平成25年度
からの累計で、売却額等910億円（売却益等717億円）を計上しました。

〔固定資産〕

・ 値上げ認可時に売却対象としていた九電記念体育館用地や厚生施設、社宅跡地などに加え、九州エネル
ギー館、研修所等を追加売却したことなどから、売却額等441億円（売却益等390億円）を計上しました。

〔有価証券〕

・ 電気事業の安定的な運営に資するものとして売却対象としていなかった株式についても、退職給付信託に拠
出することにより、売却額等469億円（売却益等327億円）を計上しました。

〔資産売却実績〕 （億円）

36

910
[717]

469
[327]

320
[217]

149
[110]

441
[390]

合計

-
45
[24]

3
[1]

421
［302］

140

40

100

値上げ認可時計画

（H25～27累計）

105
[99]

0
[0]

3
[1]

102
[98]

H26

738
［573］

320
［217］

101
［85］

317
［271］

H25
売却例など

退職給付信託

証券会社、通信会社株式等

九電記念体育館用地、九州ｴﾈﾙｷﾞｰ館、桜坂
研修所、城南ｸﾗﾌﾞ(社外対応施設)、恵比寿荘、
渡辺通駐車場用地、社宅跡地等

株式等

-
66
[44]

合 計

H27

当社保有株式を将来の退職給付に充てるため
に信託したもの（収益は損益計算書の退職給
付信託設定益に計上）

0
[0]

有価証券

固定資産

45
[24]

21
[20]

売却実績
項 目

（注）上段は売却額等、下段［ ］内は売却益等。

３ 資産売却



〔付録〕収支概況（個別）

１ 収支概況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ⅰ

２ 収支実績の推移 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ⅲ

３ 純資産及び有利子負債残高の推移 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ⅴ

４ 修繕費および諸経費の推移 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ⅵ

５ 設備投資の推移 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ⅶ

白 紙



１ 収支概況

〔経常収益、経常費用、経常損益の推移〕

（億円）

ⅰ

9,166

7,263

8,482

9,493

7,722

10,694

（億円）

▲1,372

▲3,399
▲2,285

※▲は損失を示す

経常収益

経常費用（燃料費等以外）

経常費用（燃料費等）

14,144 14,575

17,044

H23 H24 H25

経常損益

○ 平成27年度の収支につきましては、燃料費調整の影響による料金単価の低下や販売電力量の減少などに
より電灯電力料が減少しましたが、燃料価格の大幅な下落や川内原子力発電所１、２号機の発電再開など
により燃料費が減少したことなどに加え、グループ一体となり経営効率化に取り組んだ結果、経常利益は743
億円、当期純利益は653億円となりました。

○ 平成27年度の利益につきましては、震災以降４期連続の赤字により著しく毀損した自己資本の早期回復が
不可欠であり、財務体質の改善等に充当してまいります。

（億円）

8,141

10,509

▲930

17,719

H26

（億円）

8,978

7,515

743

17,237

H27年度

○ 平成28年度の売上高につきましては、燃料費調整の影響による料金単価の低下などにより電灯電力料は減少

するものの、再エネ特措法交付金の増加などにより、前年度並みとなる見通しです。

利益につきましては、玄海原子力発電所の具体的な再稼働時期を見通せないことや、下期には川内原子力発

電所が定期検査により停止することなどから、通期の黒字確保に向け、費用全般にわたり、安全確保・法令遵守・

安定供給を前提に、年度当初から引き続き経営効率化に努めておりますが、その進捗の見極めが必要なことか

ら、未定としております。

○ なお、当社としましては、現行料金の前提である玄海原子力発電所３、４号機の再稼働遅延や販売電力量の減

少などにより、厳しい経営環境が続いておりますが、引き続き経営効率化に徹底して取り組み、現行料金水準の

維持に努めてまいります。

（つづき） １ 収支概況

（億円）

（億円）

（億円）

〔平成28年度業績予想〕 （参考）

653―当期純損益

743―経 常損益

17,05417,000売 上 高※

H27H28年度

4940（ $ / b ）原油CIF価格

（円 / $ ）

（億kWh）

〔主要諸元〕 （参考）

120115為 替 レート

792794販売電力量

H27H28年度

ⅱ



653▲1,190▲909▲3,380▲1,749当 期 純 損 益 ※

104341153▲50▲547法 人 税 等

758▲849▲756▲3,430▲2,297税 引 前 当 期 純 損 益 ※

―――――特 別 損 失

7498573――特 別 利 益

5916▲433012渇 水 準 備 金

743▲930▲1,372▲3,399▲2,285経 常 損 益 ※

16,49418,65018,41617,97516,429合 計

5,4924,8404,5874,8455,062小 計

3,1122,6342,3662,2552,227そ の 他

217214223232307原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用

852860860839848公 租 公 課

1,3101,1311,1371,5181,679人 件 費

その他の経費

3,4853,3003,1343,6364,104小 計

1,4441,2661,0311,4791,760修 繕 費

370386380355322支 払 利 息

1,6701,6471,7231,8012,021減 価 償 却 費

設備関係費

7,51510,50910,6949,4937,263小 計

3,8683,7243,1492,6952,060購 入 電 力 料

3,6476,7847,5446,7975,202燃 料 費

需給関係費

経

常

費

用

17,23717,71917,04414,57514,144合 計

（17,054）（17,612）（16,829）(14,488)(14,067)（売 上 高）

2,8582,2581,762971717そ の 他

（14,379）（15,461）（15,281）(13,604)(13,426)（小 計）

8,2368,9768,7147,6897,554電 力 料

6,1426,4856,5665,9155,872電 灯 料

経

常

収

益

H27H26H25H24H23年度

※ ▲は損失を示す

２ 収支実績の推移 ⅲ

(億円)

（つづき） ２ 収支実績の推移

（億kWh、円/$、$/b）〔収支関連諸元の推移〕

原 油価格

為替 レート

販売電力量

[対前年伸び率]

年度

4990110114114

1201101008379

792
[▲2.5%]

813
[▲3.8％]

844
[0.8％]

838
[▲1.8％]

854
[▲2.4％]

H27H26H25H24H23

(別掲：優先株71.5)

23.6
[5]

0
[0]

0
[0]

0
[0]

236
[50]

配当金

[一株あたり]

（億円、%、円）〔財務指標等の推移〕

自己資本比率

ＲＯＡ（総資産営業利益率）

ＦＣＦ（ﾌﾘｰｷｬｯｼｭﾌﾛｰ）

年度

8.97.38.110.218.7

1.6▲1.0▲1.8▲5.1▲3.1

309▲1,990▲2,294▲3,318▲2,163

H27H26H25H24H23

ⅳ



3,277

6,397

574
4,389 1361,015

19,681

23,601

27,890

29,838

31,682
30,200

3,8514,292

7,667

9,675

3,414 3,222

0

10,000

20,000

30,000

H22 H23 H24 H25 H26 H27

３ 純資産及び有利子負債残高の推移

○ 東日本大震災以降の原子力発電所の停止による燃料費等の大幅増加に伴い、財務状況が悪化し、最大限
の経営効率化・費用削減を行ったものの、震災前と比べ、有利子負債が約1兆円増加、純資産が約5,800億円
減少しました。

ⅴ

年度

（億円）

有利子負債残高

純資産

有利子負債が
約1兆円増加

純資産が
約5,800億円減少

〔純資産及び有利子負債残高の推移〕

剰余金等
過去の利益を積み
立てたもの等

資本金等

資本金＋

法定準備金

▲54

1,782

1,612 1,659 1,728 1,753

1,552 1,520
1,419

1,294
1,423

1,544

0

500

1,000

1,500

2,000

H7 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

2,034

1,707
1,849

1,978 1,951

1,759 1,760

1,479

1,031

1,266

1,444

0

500

1,000

1,500

2,000

H6 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

４ 修繕費および諸経費の推移 ⅵ

〔諸経費の推移〕

（※）諸経費とは、廃棄物処理費、消耗品費、補償費、賃借料、委託費、普及開発関係費、養成費、研究費、
諸費（通信運搬費、旅費、寄付金、雑費、雑損が含まれる）の9費目の合計

0

年度

（億円）
過去最大

〔修繕費の推移〕

0

年度

（億円）

過去最大



529 598 650 675 638 594 484 383 314 227 289

669
805

937 984 987
797

722 750 894

547

691
716 588 788

656

417
267

447

715

1,192

2,078

2,750

645

48

77 866
717

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H5 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

年度

（億円）

電源

流通

その他

原子力安全対策（電源）

５ 設備投資の推移 ⅶ

〔設備投資の推移〕

※1 設備投資は附帯事業・事業外を含む

※2 〔 〕内は、原子力安全対策を含む合計

過去最大

年度

5,357

1,814

2,146
2,328

2,210
2,369

〔1,985〕

〔1,599〕

〔2,197〕

1,937

1,522
1,331

〔2,285〕

1,568

〔2,841〕

2,196
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